








比例代表における議席配分方式 （ドント式、サン・ラグ式、修正サン・ラグ式）

修正サン・ラグ式サン・ラグ式ドント式

○ 各政党の得票を、１.4、３、５、７…で順に除していき、

政党別に商の大きい順に議席を配分する方法。

○ 過度に小政党に有利とならない配分となる。

○ 各政党の得票を、奇数１、３、５…で順に除していき、

政党別に商の大きい順に議席を配分する方法。

○ ドント式よりも中小政党に有利な配分となる。

○ 各政党の得票を、自然数１、２、３…で順に除していき、

政党別に商の大きい順に議席を配分する方法。

○ 現行の衆・参比例代表選挙で採用。

【採用事例】

スウェーデン（一院制、2014年以前）、ノルウェー（一院制）

【採用事例】

ニュージーランド、ラトヴィア（両国とも一院制）

【採用事例】

日本（衆・参）、スペイン下院、ベルギー下院

【議席配分の例（議席数：９）】

合計Ｄ党Ｃ党Ｂ党Ａ党

1,000６０１７０２２０５５０
比 例
得票数

除 数

60⑤170③220➀550１

3085⑦110②275２

205773④183３

154355⑥138４

123444⑦110５

102837⑨92６

9243179７

９０１２６
当選
人数

【議席配分の例（議席数：９）】

合計Ｄ党Ｃ党Ｂ党Ａ党

1,000６０１７０２２０５５０
比 例
得票数

除 数

⑨60④170②220➀550１

2057⑦73③183３

123444⑤110５

92431⑥79７

71924⑧61９

515205011

513174213

９１１２５
当選
人数

【議席配分の例（議席数：９）】

合計Ｄ党Ｃ党Ｂ党Ａ党

1,000６０１７０２２０５５０
比 例
得票数

除 数

43④121③157➀3931.4

20⑨57⑦73②183３

123444⑤110５

92431⑥79７

71924⑧61９

515205011

513174213

９０２２５
当選
人数
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※供託額  （300万円×重複立候補者数）＋（600万円×純粋比例代表候補者数）

※没収額  供託額ー(300万円×重複立候補者のうち小選挙区選挙の当選人数＋600万円×比例代表選挙の当選人数×２)

300 万円 600 万円

立候補者
数

供託金
(万円)

純粋比例 (万円)

東　　京 32 29 8,700 3 1,800 10,500 29 8,700 3 2 3,600 12,300 -1,800 

南 関 東 35 32 9,600 3 1,800 11,400 31 9,300 4 2 4,800 14,100 -2,700 

北陸信越 20 17 5,100 3 1,800 6,900 17 5,100 3 2 3,600 8,700 -1,800 

中　　国 21 16 4,800 5 3,000 7,800 16 4,800 5 2 6,000 10,800 -3,000 

※没収額がマイナスとなる場合は０

※名簿登載者が不足しなかった場合

東　　京

南 関 東

北陸信越

中　　国

※名簿登載不足分の候補者を純粋比例候補として立候補した場合（当選者数は変わらないことを前提）

300 万円 600 万円

立候補者
数

供託金
(万円)

純粋比例 (万円)

東　　京 37 29 8,700 8 4,800 13,500 29 8,700 3 2 3,600 12,300 1,200

南 関 東 41 32 9,600 9 5,400 15,000 31 9,300 4 2 4,800 14,100 900

北陸信越 22 17 5,100 5 3,000 8,100 17 5,100 3 2 3,600 8,700 -600 

中　　国 22 16 4,800 6 3,600 8,400 16 4,800 5 2 6,000 10,800 -2,400 

※没収額がマイナスとなる場合は０

比例代表
選挙の

当選人数
倍数

返還額
２

(万円)

返還額
合計

(万円)

没収額

(万円)

東　　京 3 2.5 4,500 13,200 300

南 関 東 4 2.5 6,000 15,300 -300 

北陸信越 3 2.5 4,500 9,600 -1,500 

中　　国 5 2.5 7,500 12,300 -3,900 

※没収額がマイナスとなる場合は０

比例代表
選挙の

当選人数
倍数

返還額
２

(万円)

返還額
合計

(万円)

没収額

(万円)

東　　京 3 3 5,400 14,100 -600 

南 関 東 4 3 7,200 16,500 -1,500 

北陸信越 3 3 5,400 10,500 -2,400 

中　　国 5 3 9,000 13,800 -5,400 

※没収額がマイナスとなる場合は０

自民党 名簿
登載者数

重　　複 純粋比例

供託額
(万円)

重複立候補者
のうち

小選挙区選挙
の当選人数

返還額
１

(万円)

比例代表
選挙の

当選人数
倍数

返還額
２

(万円)

返還額
合計

(万円)

没収額

(万円)

供託金没収基準の引き下げ（試算）

5 6 1

3 8 5

実際の獲得議席
獲得するはず
たっだ議席数

（差）

4 10 6

3 5 2

　 　没収基準の算式のうち
　　「比例当選人数×６００万円×２」を
　　「比例当選人数×６００万円×２.５」
　　 とする

返還額
１

(万円)

比例代表
選挙の

当選人数
倍数

返還額
２

(万円)

返還額
合計

(万円)

没収額

(万円)

重複立候補者
のうち

小選挙区選挙
の当選人数

純粋比例
供託額

(万円)

自民党 名簿
登載者数

重　　複

 　　没収基準の算式のうち
　　「比例当選人数×６００万円×２」を
　　「比例当選人数×６００万円×３」
　　 とする

 　　(試算１)

　 　(試算２)

令和８年衆議院

総選挙において、

自民党の比例名簿

に比例候補を追加

登載した場合に、

今回の選挙結果

(当選者は変えず)

で供託金の没収を

免れる基準を試算。
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新聞広告の寸法等が最大となる名簿登載者数について 

【現行制度】 

○ 公職選挙法 

 （新聞広告） 

第１４９条 〔略〕 

２ 衆議院（比例代表選出）議員の選挙については、衆議院名簿届出政党等は、総務省令で定めるところにより、当該選挙区における当該衆議

院名簿届出政党等の衆議院名簿登載者の数（２８人を超える場合においては、２８人とする。以下この章において同じ※。）に応じて総務省令

で定める寸法で、いずれか一の新聞に、選挙運動の期間中、総務省令で定める回数を限り、選挙に関して広告をすることができる。 

 ※その他、政見放送の時間（第１５０条第５項）、選挙公報の寸法（第１６９条第３項）について、この規定が適用されている。 

【概要】 

・新聞広告の寸法・回数等については、選挙区ごとに衆議院名簿登載者の数に応じて総務省令で定めることとしている。 

・その上で、新聞広告の寸法・回数等が最大となる名簿登載者数についても、公職選挙法において定めている。 

・この数については、過去の比例定数の削減に際し、最大定数のブロックの寸法・回数等が最大となるように改正されている。 

     平成 ６年（制度創設時）  ～  ３１ （比例の総定数：200、最大定数ブロックの定数 33） 

   ⇒ 平成 12 年（比例定数 20 減）～  ２８ （比例の総定数：180、最大定数ブロックの定数 28） 

   ⇒ 平成 28 年（比例定数 ４減）～  ２８ （比例の総定数：176、最大定数ブロックの定数 28） 

【改正案】 

・上記の「２８」を「２２」に改める。（過去の例に倣い、最大定数の近畿ブロック（23 人）の寸法・回数等が最大となるように改正する。） 

※ 改正を行わない場合、近畿ブロックの定数と同じ数の名簿登載者を確保したとしても、新聞広告の最大限の利用ができなくなる。（次頁） 

（参考：公職選挙法施行規則で定める寸法・回数の改正イメージ） 

              （改正前）                            （改正後） 

衆議院名簿登載者の数 寸法 回数  衆議院名簿登載者の数 寸法 回数 

１人から９人まで 横 38.5cm、縦８段組以内 16 回以内  １人から７人まで 横 38.5cm、縦８段組以内 16 回以内 

10 人から 18 人まで 横 38.5cm、縦 16 段組以内 32 回以内  ８人から 14 人まで 横 38.5cm、縦 16 段組以内 32 回以内 

19 人から 27 人まで 横 38.5cm、縦 24 段組以内 48 回以内  15 人から 21 人まで 横 38.5cm、縦 24 段組以内 48 回以内 

28 人以上 横 38.5cm、縦 32 段組以内 64 回以内  22 人以上 横 38.5cm、縦 32 段組以内 64 回以内 

その他 



28人～
↓

22人～

最大定数のブロック
（近畿：28人→23人）の
寸法等が最大となるよう
に公選法において規定

19～27人
↓

15～21人

10～18人
↓

８～14人

１～９人
↓

１～７人

新聞広告に関する改正のイメージ

衆議院名簿登載者の数に応じて寸法、回数等を規定

近畿ブロックの定数と同じ数の名簿登載者を確保した場合

＜現 行＞ ＜改正せずに定数削減した場合＞ ＜改正後＞

※ 改正を行わない場合、新聞広告の
最大限の利用ができなくなる。

※ 新聞広告の最大限の利用が
できるよう法改正を行う。

＜現 行＞

＜改正後＞

近畿ブロック：23人 近畿ブロック：23人近畿ブロック：28人
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